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第 1章 緒論 

 1.1 研究の背景 

非破壊検査に使用される検査用超音波センサ（以下超音波センサ）は探触子とも呼ばれる接触式セン

サの一つである．超音波センサの多くは鋼構造物の溶接検査や部材の厚さ測定など主に金属の検査に使

用されている[1]． 

超音波検査では，水，油あるいは粘性を持たせた特殊な液体を接触媒質とし，センサ内部で発生させ

た超音波を被検体である金属材料内部に伝搬させる．伝搬させた超音波は欠陥や反対面などの不連続面

で反射しセンサに戻ってくるので，その反射波の強度や反射時間より，金属材料内部の評価が行われる．

超音波センサから発生する超音波は指向性を持っており金属材料中でほとんど拡散しない．この性質を

用いれば，センサ位置情報から金属材料内部の欠損位置を正確に計測することができる． 

近年，高品質を保証するための検査や劣化構造物の安全性評価を目的とした点検において，高精度検

査が求められるようになってきている．そこで，これまで人により実施されていた超音波検査を，機械

装置やロボットを用いることで，高精度かつ効率的に検査できる検査システムの開発が行われてきた[2]．

開発されたシステムでは，センサを被検体表面上で高速に走査させ，異常部の分布などを計測する手法

が用いられている．しかし，接触式センサを被検体表面に倣わせて高速走査させることは簡単ではない．

特に曲率を持った配管内の円周方向走査では，センサの回転軸が配管の中心と一致していない場合，押

しつけ方向が変動する，速度が走査位置により異なる，走査位置の計測精度が低下するなどの問題が存

在する．また，平面の走査においても，被検体表面に存在する凹凸などにより，センサに振動が発生し

測定精度の低下だけではなく，センサが劣化するという問題もある． 

超音波センサに戻ってくる超音波の強度は欠陥面の傾きと超音波の被検体への入射角度に依存する．

すなわち，超音波が欠陥面に対して垂直に入射した場合，センサには最も強い反射波が戻ってくる．こ

の特徴を用いれば，超音波の被検体への入射角を種々変化させることにより欠陥の形状を推定すること

ができる．しかし，一般的な超音波センサは入射角が固定されているのが実状である[3]． 

検査システムにおいて，超音波センサを交換することにより入射角度を変えて検査することができる．

しかし，この作業にはかなりの時間を要することになる．また，接触式センサシステムでは，センサ部
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に振動が発生しない程度の低速走査しかできないという問題もある．このため，大きな構造物などを検

査する場合，検査時間が膨大となってしまう．この問題の解決法の一つに，多数のセンサを用いる手法

が考えられる．しかしながら多数のセンサを使用することはコスト的に大きな負担となり簡単に実用化

できない．さらに，超音波検査では接触媒質が必要である．このため，検査システムにおいて，接触媒

質の供給方法も開発しなければならない．接触媒質に関してはEMAT（Electromagnetic Acoustic 

Transducer：電磁超音波）を利用する手法を用いることにより解決できる．しかしながら，これまでの

EMATを用いた手法は，検査対象が特殊な対象物に限定されており，一般的な対象に対して検査ができな

いという問題がある． 

本論文では，上述の問題を解決するため，超音波センサシステムにおけるセンサ部移動時の高精度な

位置制御法，センサ部振動抑制制御法，ならびに，簡単に素早く超音波の検査対象への入射角を変更で

きるEMAT技術の開発を行う．これらの技術が開発されれば，大型構造物であっても安価に素早く検査で

きることになる．  
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1.2 研究の特徴 

1.2.1 配管内移動ロボットに搭載する回転式センサ位置制御法 

発電，石油・化学，鉄鋼などのプラントには多数の配管設備が存在する．これらの設備に使用されて

いる配管は使用時間の経過と共に劣化する．このため，配管設備の劣化状態を管理し適切に補修しなけ

ればならない．配管の劣化検査では，管の外側から超音波を利用して管厚を測定する検査法が用いられ

ている[4-8]．しかも，この検査は人間の手動によって行われている．プラント等では，配管が高所に敷設

されることがある．さらに，その配管長は膨大である．このため，人間による配管の劣化検査作業は容

易ではない． 

上記の問題に対処するため，配管の外側を移動するロボットとして磁力を利用したロボットや，配管

を挟み込み移動するロボットなど，検査ロボットの開発が実施されてきた．これらの検査ロボットでは，

配管の外側からの超音波測定や，放射線・電磁誘導を利用した減肉検出などの検査手法が用いられてい

る．しかしながら，プラント等では，埋設配管や保温材で覆われている配管が存在する．このため，従

来の検査ロボットでは検査ができない配管が存在する．この問題を解決するため,配管内部を磁石車輪で

移動するロボットや，配管の円周方向に配置した車輪を押し付けて移動するロボットなど，配管内を移

動する様々なロボットが開発されている[9-19]．筆者が所属する研究グループにおいても，配管内から劣化

状態を検査できる磁石車輪型検査ロボットを開発してきた．これらの検査ロボットは検査アームを持ち，

超音波センサを検査アームにより配管内面に接触させて走査する機構を持つ．しかしながら，これらの

ロボットは検査アームの中心位置が必ずしも配管中心と同じとはならない．このため，超音波センサの

測定面への押しつけ方向が垂直方向でなくなる．これにより，超音波センサの配管内面への接触状態は

変動を受け，超音波センサの傾きや振動などから計測精度が低下することがある． 

そこで，既に開発した配軸方向に突っ張ることで車輪を押し付けて移動するシンプルで軽量な構造の

新型配管内移動ロボット[20]を用いて改良型検査装置を開発することとした．新型配管内移動ロボットは

垂直管や曲がり管を移動することができるという特徴を持つ．改良型検査装置は，この新型配管内移動

ロボットの前部に配管厚さ計測用の４個の超音波センサを備えた検査ユニットを搭載している．配管厚

さ計測用の超音波センサは検査アームの先端に搭載され，スプリングにより配管内面に押し付けられ，
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配管円周方向に沿って走査される構造とした．この構造に加え，検査アームの中心位置の問題を解決す

るために，超音波センサを搭載した検査アームの回転軸を含む検査ユニットを上/下・左／右に移動させ

ることができる可動式検査ユニットを開発した．さらに，開発した可動式検査ユニットを用い配管中心

と検査アームの回転軸を一致させる制御法を提案する．すなわち，回転軸のずれ計測を用いた回転軸の

位置制御法を開発する．最後に，開発する手法の有効性を確認するため，実験機を用いた実験を行う．  

 

1.2.2 走査型接触式センサシステムのセンサ部振動抑制制御法 

金属材料の製造時検査やプラント構造物の検査などでは，超音波検査が行われることが多い．超音

波検査では超音波センサを被検体に接触させて走査させる手法が用いられる．この検査の効率化を目指

し，種々の自動走査システムが開発されている[21-24]．自動走査システムを実際に利用し高速走査を行っ

た場合，被検体面の凹凸や摩擦の影響によりセンサ部分に振動が発生することがある．このような場合，

超音波の伝搬効率が変化し測定精度が低下する．また，センサ部分の振動による超音波センサや機構の

耐久性が低下するという問題もある．自動走査システムを実際に使用する場合，センサ部分に振動が発

生しない低速走査が行われているのが実状である．このため，検査に時間がかかってしまうという問題

が発生している．この問題を解決するための方法として，センサの数を増やす方法が考えられる．また，別の

方法として，センサ部の位置をレーザー計測器等を用いて高精度計測する手法が考えられる．しかし，これら

の手法では自動走査システム自体が高価となるという問題がある．  

上記の問題を解決するため，安価な加速度センサを利用してセンサ部分の振動を抑制できる振動抑制制御

法を提案する．すなわち，比較的安価な加速度センサを利用してセンサ部の加速度情報を用いてセンサ部の

振動抑制制御法を開発する．開発した制御法の有効性を確かめるため，まず，数値シミュレーション実験を行う．

さらに，実験機を開発し，この実験機による実験を通して開発方法の有効性を検証する．  

 

1.2.3 EMATによる超音波伝搬方向可変システムの開発 

鉄鋼材料の厚さ測定や，鋼構造物の溶接部検査では，超音波を用いた検査法が広く用いられている[25]．

超音波検査では，測定面に対して平行でない向き（形状）の欠陥を検出する場合，超音波は欠陥面に対
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して垂直となる方向から入射させなければならない．しかしながら発生する欠陥の方向が予測できない

場合，超音波の検体への入射方向を様々な角度に変化させる必要がある．もし，被検体への超音波の入

射角度を簡単に変更できれば，方向が予測できない欠陥を効率的に検出することができる．しかし，従

来の超音波検査に用いられている圧電振動子型センサでは，振動子の固定方法など構造上の問題により，

超音波の入射角を容易に変更できない．さらに，被検体表面とセンサ面の境界で発生する屈折や反射に

より被検体内部に入射できる超音波の角度には限界あるうえ，伝搬効率も一定とはならない[4]．さらに，

超音波の被検体への伝搬には水や油などの媒質を必要とするという問題も存在する． 

上記の問題を解決するため，EMAT（Electromagnetic Acoustic Transducer）を利用した種々の研究

が行われてきた[26-35]．EMAT では，被検体表面を直接振動させて超音波を発生させるので接触媒質は不要

であり，接触媒質の影響を考慮する必要が無い．また，被検体表面の反射や屈折等を考慮しなくて良い

という特徴もある．この特徴を活かし，高温試験体の検査など非接触式超音波探傷や配管の長距離探傷

などの研究が実施されてきた[36，37] ．また，斜角用 EMAT センサでは，その周波数を変更することにより

容易に超音波の被検体への入射方向を変更できる．しかしながら，超音波検査では周波数により伝搬，

拡散，減衰，反射などの特性や測定精度などが異なる．そのため，EMAT センサにおいても超音波の被検

体への入射方向を任意に変更する手法は用いられていない． 

上記の問題を解決し，効率的な超音波検査を実現するために，超音波周波数に依存せずに被検体の超

音波の入射方向を任意に変更できる新たな EMAT システムを提案する．提案する新たな EMAT システムで

は，センサに使用される導体を複数に分割し，各導体に供給する正弦波電流を独立し，それぞれの正弦

波電流の位相を制御することで，発生させる超音波の被検体への入射方向を自在に変更できる．まず，

EMAT センサを構成する磁石の磁場解析を実施し，超音波を生成するローレンツ力を効果的に発生させる

磁石と導体の配置，実用性を検討し，その結果を反映した試験装置を製作した．製作した試験装置を用

いた実験を通し，提案する手法の有効性の検証を行った．  
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1.3 論文の構成 

本論文では，前節で述べたロボットや自動検査システムにおいて，超音波センサの測定精度や，

センサシステムの効率などの性能を低下させる問題について解決方法を示し，これらをまとめたも

のである．論文は5章より構成され，第一章は緒論であり，本文は第２章から始まる． 

第２章では，配管内移動ロボットに検査ユニットを搭載し，配管内を移動しながら超音波センサ

を円手方向に回転させるロボットにおいて，センサの回転軸と配管中心が異なることで発生する測

定精度低下の改善法として，配管内移動ロボットに搭載されセンサを回転させる検査ユニットの位

置制御法について述べる．  

第３章では，高速で超音波センサを移動させて測定する場合に，測定面の錆びや凹凸など表面粗

さにより発生する振動を抑制する制御方法について述べる．  

第４章では，超音波センサの入射角度が容易に変更できないことによる測定精度の問題を改善す

る方法として，周波数に依存することなく入射角度の変更を可能とする新たなEMATセンサの開発に

ついて述べる． 

最後に第５章で結論を述べる．  
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第２章 配管内移動ロボットに搭載する回転式センサ位置制御法の開発 

 

2. 1 従来型検査装置とその課題 

2.1.1 従来型検査装置の特徴 

図 2.1および図 2.2に，これまで筆者らが開発した 2種類の配管検査装置を示す．この 2種類の検査

装置には磁力を利用した磁石車輪型ロボットが用いられており，磁性材料の配管を検査対象としている．

磁石車輪型ロボットは永久磁石を配置した磁石車輪と，配管に吸着した磁石車輪を回転させるための機

構を持つ． 

図 2.1 に示す微粉炭管検査装置は水平配管を対象とした装置であり，その主要性能を表 2.1 に示す．

この装置は磁石車輪の吸着力だけで制御ケーブルを牽引し，検査ユニットを運ぶことができる．検査機

構としてスライドシャフトとDCモータにより長さの伸縮が可能な検査アームと，その先端に超音波セン

サを搭載した検査ユニットを持つ．配管検査は検査アームの伸縮機構により配管内面に超音波センサを

接触させ，円周方向に回転させて配管の厚さを測定する．このとき，検査アームの回転軸と配管中心は

一致しない．このため，検査アームは回転中にアームを伸縮させ，超音波センサの配管内面への押しつ

けを維持する． 

 

図 2.1 微粉炭管検査ロボット 

（新日本非破壊検査株式会社提供） 

磁石車輪 超音波センサ 

伸縮式検査アーム 
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表 2.1 微粉炭管検査装置の主要性能 

（*1：Dは配管径，Rは曲り半径を示す） 

 

図 2.2 に示す装置は埋設されたガス配管の検査をするガス管検査装置であり，その主要性能を表 2.2

に示す．この検査装置の移動ロボットは磁石車輪の吸着力に加え，台車上部に取り付けたパンタグラフ

の押し付け力を利用し，移動ロボットの姿勢と車輪の接触を維持させ，制御ケーブルを牽引しながら長

距離移動することができる． 

   

外形・重量 長さ:690mm×高さ:326mm×幅:360mm，重量:27kg 

適用配管 φ450・φ500・φ550（強磁性），水平，曲り管（1.5DR*1） 

走行 左右独立駆動，モータ：83W（DC24V）×4，磁石車輪：φ80×8輪， 

最大走行速度：5m/分 

超音波検査 目的：厚さ測定，センサ数：1 ，センサ走査：円周方向 

目視検査 カメラ数：2（CCDカメラ） 

その他 制御ケーブル 長さ：50m ，重量:20kg，供給電源：100V 8A 

図 2.2 ガス管検査装置 

（新日本非破壊検査株式会社提供） 

 

超音波センサ 磁石車輪 

パンタグラフ 
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表 2.2 ガス管検査装置仕様性能 

外形・重量 長さ:800mm×高さ:608mm×幅:5480mm，重量:68.2kg 

適用配管 φ600・φ750（強磁性），水平，傾斜（45°勾配），曲り管（1.5DR） 

走行 左右独立駆動，モータ：220W（DC24V）×４，磁石車輪：φ100×8輪， 

最大速度：8m/分，牽引力：150kg(max) 

超音波検査 目的：欠陥検出，センサ：6，センサ走査：軸方向 

目視検査 目視検査（CCDカメラ数：4） 

その他 制御ケーブル 長さ：350m，重量：100kg， 供給電源：100V 15A 

 

ガス管検査装置は 60°の間隔に配置した検査アームを持つ．検査はアームの先端に搭載された超音波

センサによりセンサ間に存在する配管の欠陥を検出する．測定は伸縮アームを伸ばし，スプリングによ

りセンサを配管内面に押し付け，検査アームを回転させることなくロボットの走行によるセンサ走査で

実施される．また，この検査装置は検査アームの中心と配管中心を一致させるための構造を持つ． 

2.1.2 従来型検査装置の問題点 

図 2.1 に示す微粉炭管検査装置は検査アームを回転させ超音波センサを円周方向に走査して配管の厚

さを測定する装置である．しかしながら，この装置では検査アームの回転軸と配管中心位置が同じでは

ない．図 2.3 に微粉炭管検査装置の超音波センサ走査モデルを示す．図 2.3 の赤矢印は超音波センサの

円周走査を示している．この装置では，超音波センサの円周走査においてセンサと測定面との接触を保

つため，図 2.3 に示す様に検査アームの長さを変えなければならない．これにより，検査アームの回転

速度を一定とした場合，センサの走査速度はアームの長さにより変化する．しかしながら，超音波セン

サのデータサンプリングは一定の時間間隔で行われ，データ取り込みの距離間隔は走査速度により変化

する．このことは小さな欠陥や減肉を見逃す要因となる．また，検査アームによるセンサの押し付けは

測定面に対し垂直とはならない．これにより，測定面の凹凸などによりセンサに傾きや振動が発生し，

センサの接触状態が不安定となり測定精度を低下させる．さらに回転軸と配管中心が大きく異なるとき，

走査中のアーム伸縮量が大きくなり，アームの伸縮速度により走査速度が制限されるという問題もある. 
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配管中心 

超音波センサ 

磁石車輪型 

移動ロボット 

回転中心 

検査アーム 

図 2.3 微粉炭管検査装置のセンサ走査モデル 

磁石車輪 

超音波センサ 

配管中心 

検査アーム中心 

移動ロボット 

パンタグラフ 

センサ間距離 

磁石車輪 

検査アーム 

図 2.4 ガス配管検査装置のセンサ配置モデル 
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一方，図 2.4 に示すガス配管検査装置では，検査アームを回転させることなく，移動ロボットの走行

により超音波センサを移動させる．図 2.4 の赤矢印はセンサ間距離を示している．この装置は隣り合う

センサの間で超音波の送・受信を行い，超音波の伝搬時間と減衰からセンサ間に存在する欠陥を検出す

る．そのため，センサ間距離が検出精度に大きく影響を与える．このため，センサ間距離が変化しない

よう検査アームの中心を配管中心と一致させていなければならない．そこで，ガス配管検査装置には配

管径に合わせて検査アームの位置を付け替える構造が装備されている．しかしながら，長距離移動を目

的として強い磁力の車輪を使用しているため，アームの位置を付け替えるだけでは台車が傾いてしまい

検査アームの中心が配管中心からずれるという問題がある．この問題を解決するため，移動ロボットの

上部にパンタグラフを搭載し車体を押し付けている．このようにガス配管検査装置では特殊な機構を有

しているため，ロボットが走行できる配管径や配管構造が制限されるうえ，構造が複雑になるという問

題がある．さらに，磁石車輪走行には大きな駆動力が必要であり，高いトルクの走行モータを必要とす

る．高トルクモータを搭載する車体には高い剛性が必要でありロボットの重量は重くなる．さらに，高

トルクモータへ供給する電源も大きな課題であり，大電流を供給する制御ケーブルの重力も考慮しなけ

ればならないなどの問題もある．これらの問題に加え，実用面では装置の形状や重力から，運搬や配管

への挿入に対して安全対策が必要とされるなど多くの問題を抱えている． 
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2.2 改良型検査装置 

2.2.1 新型移動ロボットを用いた検査装置の概要 

磁石車輪型移動ロボットの抱える問題点を改善するために，筆者が所属する研究グループでは新たな

配管内移動機構を開発し，新型配管内移動ロボットとして既に実用化を行っている．改良型検査装置で

は，この新型移動ロボットを用いる．図 2.5 に改良型検査装置の構想図を示す．図 2.5 の点線で囲われ

た部分は改良した可動式検査ユニットであり，新型移動ロボットの前方部分に搭載される．改良型配管

検査装置では，可動式検査ユニットによる超音波センサの円周方向走査に加え，新型移動ロボットの走

行により配管全周の肉厚を測定する． 

可動式検査ユニットには４個の超音波センサが円周方向に等間隔で配置されている．この超音波セン

サを円周方向 90°に繰り返し回転させながら，ロボットを移動させることにより配管全面の厚さを測定

する．測定される厚さデータをもとに，センサの位置情報から減肉部などの異常箇所の正確な形状や分

布を出力する． 

図 2.6 に改良型配管検査装置に用いる新型移動ロボットの外観を示す．連結された 3 台の台車は配長

図 2.5 改良型検査装置の構想図 

超音波センサ 

可動式検査ユニット 

新型移動ロボット 
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手方向に突っ張り車輪を押し付けて走行する．この構造により，磁石車輪型ロボットに比べ重量を大幅

に低減している．さらに，突っ張り構造により配管の材質に無関係に幅広い配管径に対応できる．また，

移動ロボットはステアリング機構を有し，配管内で円周方向に回転するなど磁石車輪型に無い特徴を持

つ． しかしながら，新型移動ロボットは構造がシンプルであることから，配管内での走行軌道が変動し

やすく，搭載された可動式検査ユニットの回転軸位置も配管中心から変動するという課題を持つ．新型

移動ロボットの主要性能を表2.3に示す． 

表 2.3 移動ロボット主要性能 

外形・重量 長さ:1160×幅：170×高さ：350(mm)，重量：10.9kg 

適用配管 φ350mm～φ750mm（材質：鋼・ステンレス・アルミ・樹脂・コンクリート等） 

水平，垂直，曲り管（1.5DR） 

走行 走行モータ：8.7W(DC24V)×6，最大速度：5m/分，牽引力：15kgf(MAX) 

ステアリングモータ：2.5W(DC24V)×6 

走行モニタ CCDカメラ×2（前方・後方） 

計測情報 移動距離：エンコーダ，台車姿勢角：角度計，ステアリング角度：エンコーダ 

突っ張り力：ポテンショメータ 

その他 制御ケーブル 長さ：100m，重量：10kg， 供給電源：100V 5A 

図 2.6 新型移動ロボットの外観 
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2.2.2 可動式検査ユニット 

2.1.2項で述べた検査アームの回転軸中心と配管中心とのずれを無くすため，検査アームの回転軸を配

管中心と同じにする機構を開発した．開発した可動式検査ユニットの外観を図2.7に示す．図2.7に示す

可動式検査ユニットは４つの検査アームと，回転・位置調整機構から構成される．検査アームは伸縮可

能であり，アームの先端に超音波センサが搭載されている． 

図2.8に改良型検査装置の検査手順を示す．図2.8において赤の矢印は超音波センサの移動を示してい

る． 

 

図 2.7 可動式検査ユニット 

検査アーム 

回転・位置調整機構 

改良型検査装置 
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①改良型検査装置を検査ユニットのアームを縮めて配管内に挿入する． 

②検査位置において検査アームを伸ばし，超音波センサを配管内面に接触させる． 

③，④回転・位置調整機構により４式の検査アームを正逆方向に回転させ，超音波センサを円周方向

に90degピッチで走査を繰り返す．このとき，移動ロボットは，検査アームの回転中に一定速度で移動す

る場合と，回転中は停止し回転後に一定距離移動する二つのパターンが存在する． 

(１） 検査アーム 

検査アームの詳細な構造を図2.9に示す．検査アームはホルダ部とスライド部から構成される．スライ

図 2.8 検査手順 

 

①配管挿入時                  ②超音波センサの接触 

③測定走査１（正回転）              ④測定走査 2（逆回転） 
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ド部にはDCモータが搭載されている．図2.9の赤矢印で示す様にDCモータによりボールねじを回転させ

ることで検査アームは伸縮する．これにより，ホルダ部は測定面に押しつけられる．また，ホルダ部は

スライドシャフトによりスライド部と連結され，スライドシャフトの外側にはスプリングが配置されて

いる．このスプリングにより，超音波センサは適度な押しつけ力で測定面に押し付けられる．また，ス

プリングストローク sil はポテンショメータにより計測される．  

図 2.9 検査アーム 

ボールねじ 

スライドシャフト 

スプリング 

超音波センサ 

スライド用
DCモータ 

ポテンショメータ 

スライド部 

ホルダ部 

可動式検査ユニット 
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(２） 回転・位置調整機構 

図2.10に回転・位置調整機構を示す．図2.10に示す回転・位置調整機構は，検査アームを回転させる

回転機構部と，その回転軸を水平・垂直に移動させる位置調整機構より構成される．位置調整機構部の

詳細を図2.11に示す．図2.11の(a)は垂直(Y)移動機構であり，図2.11の(b)は水平(X)移動機構である．

図2.10と図2.11の赤矢印は機構の動作動向を示している．位置調整機構部は垂直移動機構の上に水平移

位置調整機構部(Y) 

位置調整機構部(X） 

図 2.10 回転・位置調整機構 

可動式検査ユニット 

回転用 
DCモータ 

回転ベース 
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動機構を搭載した構成となっている（以下Ｘ－Ｙテーブルと呼ぶ）．このＸ－Ｙテーブルに搭載された回

転機構部により検査査アームは回転させられる．Ｘ－Ｙテーブルの垂直移動機構はDCモータを使用し搭

載さしている水平移動機構を垂直に移動させることができる．同様に，水平移動機構もDCモータにより

搭載している回転機構部を水平に移動させることができる．このことにより，検査アームの回転軸を水

可動式検査ユニット 

図 2.11 回転・位置調整機構 

(a) 垂直(Y)移動機構  (b) 水平(X)移動機構  
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平・垂直に移動させることが可能となる．回転機構部は検査アームを搭載した回転ベースをDCモータに

より回転させることができる．このとき，回転ベースの回転角度，すなわち検査アームの回転角度 は

エンコーダにより計測することができる．表2.4に開発した可動式検査ユニットの主要な性能を示す． 

 

表2.4 可動式検査ユニットの主要性能 

形状・重力 形状：長さ:226mm×高さ:295mm×幅:295mm，重量:3.7kg 

検査対象配管 φ350mm～φ450mm 

ストローク アーム伸縮（スライド部）：75mm，ホルダ部（スライドシャフト）：32mm 

回転：360deg，X（水平方向）：60mm，Y（垂直方向）：70mm 

速度 アーム伸縮：34mm/sec，回転：30°/sec 

X: (水平方向）：8.4mm/sec，Y（垂直方向）：11.4mm/sec 

機構 スライド部モータ：2.5W(DC24V)×4，ユニット回転モータ：8.7W(DC24V)×1 

Xモータ：2.5W(DC24V)，Yモータ：8.7W(DC24V) 

計測情報 回転角度：エンコーダ，スプリングストローク：ポテンショメータ 

制御マイコン CPU：H8S（ルネサンステクノロジ製） 
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2.3 検査ユニットの位置制御法の開発 

2.3.1 回転軸の変位測定 

可動式検査ユニットの位置調整機構を用いて，検査アームの回転軸を配管中心と一致させるために

は，回転軸の配管中心からの変位量を計測する必要がある．図2.12に可動式検査ユニットの初期状態

の簡略化モデルを示す．図2.12の記号 eil （ 41～i ）はスライドストロークを示し， )(tlsi （ 41～i ）

はスプリングストロークを示している．初期設定では検査アームの回転軸は配管中心と同じに設定す

る．この位置で検査アームのスライドを伸ばし，超音波センサを適度な力で配管内面に接触させる．

このとき，全ての検査アームのスライドストローク eil とスプリングストローク )(tlsi は等しくなる． 

図2.13に回転軸の変位測定モデルを示す．図中の )(tx p ， )(ty p は回転軸の配管中心からの変位量

を示し， )(tli i =1~4 は配管の内面から回転軸までの距離を示し， )(t  は検査アームの回転角度を

示している． 

 

回転軸 

超音波センサ 
配管中心 

図 2.12初期状態モデル 



21 

 

 

図2.13の )(tx   と )(ty  は次式で表される． 
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 式 (2.1) を使えば回転軸の変位は次式で与えられる． 
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図 2.13 回転軸の変位測定モデル 

回転軸 

配管中心 

)1.3(

)1.3(
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ここで，
psl  は固定値であるので，回転軸の変位は次式となる． 
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                 (2.3) 

可動式検査ユニットでは回転角度   とスプリングストローク )(tlsi  を計測することが可能であり，

この計測値を用いて回転軸の変位  )(tx p ， )(ty p を算出することができる． 

2.3.2 回転軸の位置制御 

可動式検査ユニットの回転軸位置コントローラの構成を簡単にするために，可動式検査センサユニッ

トの簡素化モデルを考える．図2.14に簡素化モデルⅠを示す．図2.14の， )(tu x ， )(tu y  は 位置調整

機構のＸ－Ｙ デーブルを稼働する DCモータに供給するための入力（デューティ比 ±100％）を示して

おり， xT ， yT は時定数であり， xK ， yK は入力から )(tx p
 ， )(ty p

 への速度ゲインである．記号 )(td x ，

)(td y は外乱であり検査アームのホルダ部に取り付けられたスプリング（図2.9参照）の反力等を表して

いる．また，可動式検査ユニットの時定数に比べ xT ， yT  は非常に短いので，図2.14のモデルを図2.15

で示す簡素化モデルⅡに簡略化することができる． 

 

  

図 2.14 簡素化モデルⅠ 
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簡素化モデルⅡを基に以下に示す位置コントローラを開発した．また，このコントローラの安定性は

明らかである． 






















)(sgn

)(sgn
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y

x
                             (2.4) 

式(2.4)において は正の値を持つ設計パラメータである． 

  

)1.3(

図 2.15 簡素化モデルⅡ 
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2.4 実験による検証 

2.4.1 試験装置 

開発したコントローラの性能を検証するために試験装置を製作した．製作した試験装置の外観を図

2.16に示す．試験装置は可動式検査ユニットの位置が配管内で変動した状態を作り出すことができる．

また，図2.17に試験装置の詳細な構造と可動方向を示す．図2.16に示す様に，試験装置は配管として内

径 350mm のアクリルパイプ，可動式検査ユニットを搭載し水平・垂直に移動させるＸ-Ｙテーブル，こ

れらを固定する支持台により構成される．図2.17(a)は試験機構の水平方向移動 )( Mx を示し，図2.17(b)

は試験機構の垂直方向移動 )( My を示す．図2.17(a)，(b)の赤矢印は可動方向を示している．試験装置の

ハンドル操作により配管内での可動式検査ユニットの位置，すなわち，検査アーム回転軸の位置を自在

に移動させることができる．また，ハンドル操作による移動量 Mx ， My  は高精度ロータリーエンコ

ーダにより計測される． 

可動式検査ユニット 

支持台 

φ350 
アクリルパイプ 

図 2.16 試験装置の外観 

検査アーム回転軸 
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（ｂ）垂直移動   

図 2.17 試験装置の構造と可動方向 

垂直位置移動 

ハンドル 

(a) 水平移動   

水平位置移動 

ハンドル 
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2.4.2 回転軸の変位 pp yx ,  の測定 

試験装置における回転式検査アームの回転軸の変位計測精度を確認するために，以下の要領で計測実

験を実施した．  

可動式検査ユニットの回転角度  を一定角度(0，10，20，30deg)に固定し，可動式検査ユニットの回

転軸を実験装置に取り付けられたハンドルを用いて x 軸方向のみに移動させた場合（ y = 0）と y 軸方

向のみ移動させた場合（ x = 0）において(図2.18参照)，ハンドルによる移動量 Mx ， My と式(2.3)

より得られる変位 px  py とを比較検討した． 

回転軸を x 軸方向のみに移動させた場合の実験結果を図2.19に示し，回転軸を y 軸方向のみ移動させ

た場合実験結果を図2.20に示す．図2.19 (a)-(d)において，左図の横軸と縦軸はそれぞれハンドルによ

る移動量 Mx と，式(2.3)より得られる変位 px を表し，右図の横軸と縦軸はそれぞれハンドルによる移動

量 My と，式(2.3)より得られる変位 py を表している．また，図2.19 (a)は回転角度 を ＝0degに固

定した場合の実験結果を示し，図2.19 (b)には回転角度 を ＝10 degに固定した場合の実験結果を示

し，図2.19 (c)には回転角度 を ＝20 degに固定した場合の実験結果を示し，図2.19 (d)には回転角

度 を ＝30 degに固定した場合の実験結果を示している．図2.20(a)-(d)において，左図の横軸と縦軸

はそれぞれハンドルによる移動量 Mx と，式(2.3)より得られる変位 px を表し，右図の横軸と縦軸はそれ

ぞれハンドルによる移動量 My と，式(2.3)より得られる変位 py を表している．また，図2.20(a)には回

転角度 を =0 degに固定した場合の試験結果を示し，図2.20(b)には回転角度 を =10 degに固定し

た場合の試験結果を示し，図2.20(c)には回転角度 を =20 degに固定した場合の試験結果を示し，図

2.20(d)には回転角度 を =30 degに固定した場合の試験結果を示している． 

図2.19および図2.20に示すように，いずれの測定結果も線形を示しており大きな誤差は無い．このこ

とから，式(2.3)により計測される回転軸の変位量  は，実際の移動量 ， とほぼ一致する

ことが確認された． 

 

 

  

   

 

 

px py Mx My
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図 2.18 変位測定の概要 
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図 2.19 水平方向変位測定結果 
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図 2.20 垂直方向変位測定結果 
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2.4.3 回転軸の位置制御 

つぎに，開発したコントローラの性能を確認するために試験装置を用いて位置制御実験を実施した．

実験の初期状態において，回転角度  は =0degに設定し，ハンドル操作により回転式検査アームの回

転軸を図2.21に示す位置へ移動させた．そして，回転角度 を ±90deg の範囲で繰り返し回転させた．

この状態で式(2.4)に示す位置コントローラを動作させ，回転軸の変位 px ， py の時間変化を測定した．

このとき位置コントローラの設計パラメータである式(2.4)の  を100に設定した． 

図2.22に回転軸の移動状況を写真を用いて示し，図2.23に回転軸変位 ， の時間応答を示す．図

2.22において，黒線の交差部分が配管中心を示し，赤い点が回転軸の中心を示している．図2.23(a)，(b)

において横軸は時間であり，縦軸は計測された変位 ， である． 

図2.22，図2.23に示すように，初期状態において配管中心から外れていた検査ユニット回転中心軸が

時間の経過とともに配管中心に近づいていることがわかる．なお，図2.23において の収束時間が に

比べて速くなっている．これは重力の影響によるものと考えられる． 

 

 

px py

px py

py px

 

 

y

x

回転軸 

配管中心 

図 2.21 位置制御試験の配置 
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図 2.22 位置制御による回転中心の移動状況 

（ａ）経過時間 0秒 （ｂ）経過時間 3秒 

 

（ｃ）経過時間 6秒 （ｄ）経過時間 9秒 
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2.5 結論 

配管検査ロボットの厚さ測定における測定精度の向上を目的に，回転式検査アームの回転軸の位置制

御法を開発した．そして，開発した制御法の有用性を検証するために実験機を用いた検証実験を行った． 

まず，各アームの撓み変位を用いることにより，回転式検査アームの回転軸と配管中心との変位を測

定できることを示した．そして，回転式検査アームの回転軸と配管中心との変位を用いた回転式検査ア

ームの回転軸の位置制御法を開発した．開発した制御法の構成は非常に簡単である．すなわち，本制御

法は，実機への実装に非常に適しているという特徴を持つ．つぎに，開発した位置制御法の有用性を確

認するために，実験装置を製作した．この実験装置を用いた実験を通し，回転式検査アームの回転軸を

配管中心に素早く移動できることを確認した．本手法を用いることにより，新型配管内移動ロボットを

用いた改良型配管検査装置の検査精度を向上させることができる．  
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第３章 走査型接触式センサシステムのセンサ部振動抑制制御法  

 

3.1 システムの概要 

 3.1.1 従来法の問題点 

図 3.1に実用化されている可搬式超音波検査ユニットを示す．図 3.1に示す可搬式超音波検査ユニッ

トは超音波センサを直交 2軸で走査する検査ユニットである．可搬式超音波検査ユニットでは，DCモー

タを搭載した2系統の駆動機構により超音波センサを測定面に接触させて移動させる．この様な装置は，

従来人が手で行っていた走査を精度よく高速化する目的で使用されている．しかしながら，被検体の測

定面は必ずしも滑らかな面ではなく，錆びや凹凸などが存在することも多々ある．このような測定面上

を高速でセンサを走査させた場合，センサに振動が発生することがある．このとき，測定値が不安定と

なるだけでなく，高価な超音波センサの寿命が低下する恐れがある．そのため，オペレータは，振動が

発生しない程度の走査速度を試行錯誤的に決定し，検査を実施している．走査速度が遅ければ，検査に

膨大な時間がかかることになる． 

複雑な形状の構造物に対しては，超音波センサと駆動部を連結するシャフトが長い方が検査を行い易

い．しかしながら連結シャフトが長い場合，検査面の凹凸による振動現象が発生し易くなる．さらに，

X軸レール 

X軸レール 

超音波センサ 

磁石式固定台座 

図3.1 可搬式超音波検査ユニット 

（新日本非破壊検査株式会社提供） 

連結シャフト 
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振動が発生した場合，センサの振動振幅が大きくなる．そのため，図 3.1 に示す装置では，駆動部を連

結するシャフト長は 200mm 程度が限界とされる．長いシャフトを用いた場合のセンサ振動問題は，シャ

フトならびに装置全体の剛性を上げることで解決できる．しかし，装置全体の剛性を高くすることで装

置重量が増加すれば，装置の運搬やセッティングなどの作業効率は低下する．  

超音波センサのような接触式センサを用いて高速走査する装置では，測定面の粗さにより発生するセ

ンサの振動を，装置の剛性を高めることなく解決する手法が必要とされている．この問題を解決するに

はセンサ部の振動を抑制する制御方法の開発が必要となる． 

3.1.2 実験装置 

上記問題点を解決するために，第３章では装置の剛性を高めることなくセンサ部の振動を抑制する制

御方法の開発を行う．図3.2に第３章で使用する実験装置の外観を示す．実験装置は駆動部とセンサ部か

ら構成される．駆動部とセンサ部は連結シャフトを介して接続されている．超音波センサはセンサ部に

搭載されている． 

図3.3に駆動部の構造示す．駆動部はDCモータが搭載され，ボールねじにより駆動部がスライドレール

を移動する構造となっている．DCモータはパルスにより制御され，モータドライバーへの指令入力はパ

ルスのデューティ比で与えられる．さらに，DCモータはエンコーダが装着されており，駆動部の位置と

駆動部 

連結シャフト 

センサ部 

図3.2実験装置の外観 

被検体 
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速度が計測される．これに加えて，加速度計を用いて駆動部進行方向加速度も計測される．なお，駆動

部は直交2軸の移動機構を搭載しているが，本開発では1軸のみを使用する． 

図3.4にセンサ部の構造を示す．センサ部は連結シャフトを介して駆動部の移動がセンサ部に伝達され

る．センサ部には超音波センサを固定し測定面に接触させるホルダが取り付けられている．ホルダには

ベアリング車輪が取り付けられ，超音波センサは測定面に接触状態で移動する．さらに，センサ部には

加速度計が取り付けられ，センサ部の進行方向加速度を計測している．また，センサ部と駆動部の加速

度の差より，相対加速度の計測も可能である．  

図3.5に実験装置の形状，図3.6に本システムの構成図を示す．また，表3.1に試験装置の主要な性能を

示す． 

ボールねじ 

DCモータ 

エンコーダ 

スライドレール 

加速度計 

図3.3 駆動部の構造 

加速度計 

被検体 

連結シャフト 

超音波センサ 

ホルダ 

図3.4 センサの構造 

ベアリング 
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表3.1 試験装置主要性能 

外形 長さ：788 mm × 幅：47 5mm ×高さ：896 mm 

走査 ストローク：404 mm，速度120 mm/sec（max） 

駆動モータ モータ：200W（DC24V），エンコーダ：1024 P/R 

加速度計 駆動部×１，センサ部×１，分解能：9.8×10-6 m/s2，ｻﾝﾌﾟﾙﾀｲﾑ： 0.5 ms 

CPU AMD Athlon 64 X2 5200+，2.6 GHz ，OS：Vine Linux 4.1 

  

 

  

 

 
モータ 駆動部 

センサ部 

ＣＰＵ 

エンコーダ 

加速度計 

加速度計 

 

 

 

 

図3.6 システムの構成図 

図3.5 実験装置の形状 
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3.2 運動方程式 

実験装置の簡略化モデルを図3.7に示し，図 3.7中の記号の意味を表 3.2に示す．なお，簡略化モデ

ルでは駆動部とセンサ部を連結するシャフトの剛性をバネとダンパで表している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3.2記号の意味 

F  駆動部に加わる力 

tm ， sm  駆動部の重量，センサ部の重量 

sk ， sc  ばね定数，ダンパ定数 

)(txt ， )(txs  駆動部の絶対変位，センサ部の絶対変位 

)(~ txs  駆動部とセンサ部の相対変位 

)(tu  駆動モータの入力パルス(PWM)のデューティ比 

tb  入力ゲイン 

tc  モータの速度抵抗 

  

 

センサ部 

)(txt

)(~ txs
 )(txs

駆動部 

図3.7 実験装置の簡略図 
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駆動部とセンサ部の相対変位 )(~ txs は以下で表わされる． 

     txtxtx tss ~
                                 (3.3.1) 

相対変位 )(~ txs を用いれば，駆動部の運動方程式は次式で与えられる． 

      )(~~ txctxctxkFtxm ttsssstt
                            (3.3.2) 

駆動部に加わる力F は，モータへ印加されるデューティ比 )(tu を用いて， 

 tubF t                                       (3.3.3) 

で与えられるので，駆動部の運動方程式は次式となる． 

         tx
m

c
tx

m

k
tu

m

b
tx

m

c
tx s

t

s
s

t

s

t

t
t

t

t
t

 ~~                    (3.3.4) 

ここでセンサ部からの反力（上式右辺第 3，4項）の駆動部への影響は小さいものと仮定する．このとき，

駆動部の運動方程式は次式となる． 
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t                               (3.3.5) 

センサ部と被検体との間には摩擦が存在する．この摩擦を不感帯 )(tf を用いて表現すれば，センサ部

の運動方程式は次式で与えられる．なおd は不感帯幅を示している． 

)()( tftxs                                       (3.3.6) 
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             (3.3.7) 

 

式(3.3.1)の両辺を2回微分すれば， 

)()()(~ txtxtx tss
                                  (3.3.8) 

の関係が成り立つ．式(3.3.8)と(3.3.6)により相対変位は次の運動方程式を満足する． 
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)()()(~ txtftx ts
                                   (3.3.9) 

以上をまとめれば，次の運動方程式を得る． 
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                   (3.3.7) 

さらに，以下の節でのコントロール設計を簡単にするため，実験機の線形化モデル 

     tu
m

b
tx

m

c
tx

t

t

t

t

t

t                                  (3.3.8) 

)()(~)(~)(~ txtx
m

k
tx

m

c
tx ts

s

s
s

s

s
s

                                (3.3.9) 

を考える． 

3.3 実験機の同定 

線形化モデル(3.3.8)，(3.3.9)に基づき振動抑制コントローラを開発するためには，線形化モデル

(3.3.8)，(3.3.9)のシステムパラメータ値が必要となる，そこで，実験機によりシステムパラメータ値

の同定を行う． 

最初に駆動部の同定を行う．駆動部のモータに様々な値のデューティ比入力 )(tu を印加し，駆動部の

速度 )(txt
 を測定した．図 3.8にデューティ比入力 )(tu を変化させた場合の駆動部の速度 )(txt

 のスッテ

プ応答を示す．図 3.8 の横軸は時間，縦軸は速度を表している．また，点線は図 3.2 に示す実験機の駆

動部速度 )(txt
 の応答である．線形モデル(3.3.8)のステップ応答が実機の応答に近くなるようにパラメ

ータ tt mc と tt mb の値を試行錯誤的に調整した場合の線形化モデル(3.3.1)のステップ応答を実線で
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示している．なお，用いた線形モデルのシステムパラメータ値を表 3.3 に示しておく．図 3.8 に示す様

に，同定された駆動部のステップ応答と実験機の駆動部ステップ応答はほぼ一致している． 

次に実験機のセンサ部の同定を行う．駆動部が動かないように固定した状態で，センサ部と駆動部を

連結している連結シャフトを撓らせてセンサ部を振動させた．このときの実験機の駆動部とセンサ部と

の相対加速度 sx~ の応答を図 3.9(a)に示す．図 3.9(a)の横軸は時間，縦軸は加速を表している．実験機

の相対加速度 sx~ の応答より ss mk と ss mc の値を同定した．この結果を表 3.3 に示す．得られた

ss mk と ss mc の値を用いた線形化モデル(3.3.9)の相対加速度応答と実験機の相対加速度応答との

誤差を図 3.9(b)に示す．図 3.9(b)の横軸は時間を表し，縦軸は加速度の誤差を表している．図 3.9(b)

より，実際の実験機の相対加速度 sx~ の応答と，線形モデル（3.3.9） sx~ の応答には大きな差が無いこと

が確認できる． 

表 3.3 パラメータの同定値 
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3.4 振動抑制制御法の開発 

ここでの制御目的は，駆動部をほぼ一定の速度で動かしたときに， )(~ txs を小さく抑えることができ

る制御法を開発することである．3.3節で示した線形化モデル 

)()()( tu
m

b
tx

m

c
tx

t

t
t

t

t
t                          (3.5.1) 

)()(~)(~)(~ txtx
m

k
tx

m

c
tx ts

s

s
s

s

s
s

                     (3.5.2) 

を基に制御目的を達成できる制御法を開発する．なお，このシステムにおいて計測されている状態は駆

動部の加速度 )(txt
 ，速度 )(txt

 ，位置 )(txt ，ならびに相対加速度 )(txs
 である． 

実験装置のバネ定数 sk に比べ，ダンパ定数
sc はかなり小さい値となっている．このため，もし駆動部

の線形化モデル(3.5.1)において駆動部の速度が一定となるように制御した場合，相対変位に振動が発生

することとなる．この問題を解決するために，相対位置に関する微分方程式(3.5.2)において， )(txt
 を

入力と仮定し，次の入力を考える． 

  )(~)( txtx st
                                       (3.5.3) 

ここで， は設計パラメータである．もしこの仮想入力を用いることができれば，相対位置 )(~ txs
に発

生する振動は抑制できる．しかし，本実験ではセンサ部速度が計測できないため，仮想入式(3.5.3)を生

成することができない．また，実際には )(txt
  を入力として利用できないという問題もある． 

上記の問題を解決し，駆動部を指定速度で動かすため，利用可能な状態を用いて新しく次の誤差信号

を定義する． 

)()(
~

11
)()(~ 1 tvsX

Ts

T

Ts

Ts
Ltxtx tdstt

 









                          (3.5.4) 

ここで， T, は設計パラメータである．駆動部の目標速度 )(tvtd
は次式で与えられるものとする． 

)(
2

)(
22

2

sV
ss

sV d

nn

n

td





                             (3.3.5) 
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なお， dv は最終目標速度（定数）である． 

式(3.5.4)の右辺第２項を変形すれば 
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Ts
s


                                           (3.3.6) 

となる．この関係より，右辺第2項は )(
~

sX s


 の高周波成分を表していることが分かる． 







  )()(

~
sVsX tdt


から )(~ txs までの伝達関数を導出する．まず，式(3.5.4)より，次の関係が成り立つ． 
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                   (3.5.7) 

式(3.5.2)を式(3.5.7)に代入すれば， 
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      (3.5.8) 

を得る．式(3.5.8)の両辺をラプラス変換して整理すると，次式の伝達特性を導出することができる． 

 )()(
~
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~

sVsXsGsX tdtss


                              (3.5.9) 
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                              (3.5.11) 

式(3.5.11)の設計パラメータ T, は，伝達特性 )(sGs が漸近安定となるように設定されるものとする．
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駆動部目標加速度 )(tvtd
 が零に収束するので， )(~ txt

 が漸近安定となるコントローラを設計できれば，

)(~ txs
が漸近安定となることがわかる． 

)(~ txt
 が漸近安定となるコントローラを設計するために )(~ txt

  に関する微分方程式を導出する． 

式(3.5.7)から次の関係が成り立つ． 
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                    (3.5.12) 

式(3.5.7)，(3.5.12)を式(3.3.1)に代入して整理することにより，次式の関係を得る． 
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            (3.5.13) 

式(3.3.13)の両辺を微分すると次式を得る． 
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      (3.5.14) 

式(3.5.8) に式(3.5.14)を代入する． 
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式(3.5.15)と式(3.5.13)の両辺を足して整理すると， )(~ txt
 に関する微分方程式を得る． 
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    (3.5.16) 
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                        (3.5.17) 

ここで，新しく次の状態を定義する． 

 Ttt txtxt )(~)(~)( x                                 (3.5.18) 

)(tx を用いれば，式(3.5.9) と式(3.5.16)は次の状態方程式で表される． 

 )()()()()()( tututDtBtAt d   bvzxx                  (3.5.19) 
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 )4,3,2,1()(

~

1

)(

2

1
1

4321

isX
Ts

s
Lz

zzzzt

s

i

i

T
z

                     (3.5.21) 

)()()()( tDtBtAt dzzz vxzz                             (3.5.22) 
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状態 )(tx を漸近安定化するため，次式のコントローラを開発した． 

T
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x ttutu kxk  )()()(                                (3.5.24) 
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ここで は設計パラメータである．図3.10に制御系のブロック線図を示す．  
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つぎに，(3.5.24)のコントローラを用いた制御システムの安定性を示す．式(3.5.24)を式(3.5.19)に

代入し 

)(]1[diag)( 1 tt xx
                                (3.5.27) 

の状態変換を行えば，次式を得る． 
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 )()()()( tDtBtAt dzzz vxzz                                    (3.5.29) 
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このとき次の定理が成り立つ． 

 

定理：コントローラ(3.5.24)を用いた制御システムにおいて，条件式 

    02
2

1
2

1

1min   DPBPAPAPQ                (3.5.31) 

  0
4

1 1

min   BPQzz                                (3.5.32) 

zzzzz QAPPAQAPPA  ,                       (3.5.33) 

が成り立つ設計パラメータ を用いるものとする．上式において，
zQQ ,
は正定行列であり，

zPP ,
は

リアプノフ方程式の正定行列解である．さらに， 0)0( x ， 0)0( z と仮定する．このとき， 

 1

42

)( 

tx                                      (3.5.34) 

の関係が満足される．なお， 1 は設計パラメータ に無関係に定まる正の定数である． 

証明：正定値関数 )(1 tV を次式で定義する． 
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                                      (3.5.36) 

式(3.5.34)の時間微分は 

       (3.5.37) 

を満たす．次の関係式を用いれば 
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     (3.5.38) 

式(3.5.37)は次の関係を満足する． 
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          (3.5.39) 

ここで式(3.5.31)，(3.5.32)の関係が成り立つことより， 
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                                                      (3.5.40) 
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                                        (3.5.41) 

の関係を満足する設計パラメータ に無関係に定まる正定値
v が存在することが分かる． 2 は設計パ

ラメータ に無関係に定まる正の定数である．このことより，制御システムが安定となり，状態 )(tz に

関し， zt )(z の関係を満足する設計パラメータ に無関係に定まる z が存在することが分かる． 
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制御システムの性能を詳しく解析するため正定値関数 )(2 tV を次式で定義する． 

)()()(2 tPttV T

 xx                                                        (3.5.42) 

式(3.5.42)の時間微分は 
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                  (3.5.43) 

の関係を満足する．ここで，関係式 
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        (3.5.44) 

を用いれば )(2 tV の時間微分は次の関係を満足する． 
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                                     (3.5.46) 

ここで式(3.5.31)の関係が成り立つことより， 2x は設計パラメータ に無関係に定まる正定値となる．

また，
4 は設計パラメータ に無関係に定まる正定値である．式(3.5.45)より式(3.5.34)が導出され

る． 

 式(3.5.34)の右辺は の値を大きく設定することで小さな値となる．以上より の値を大きく設定す

ることで ),(~ txt
 )(~ txt

 の絶対値をより小さく抑えられることが分かる． 
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3.5 数値シミュレーション 

提案手法の有用性を示すために，制御を行った場合（以下制御システムと呼ぶ）と制御を行わない場

合（以下パッシブシステムと呼ぶ）の応答を数値シミュレーションにより比較した．制御対象の運動方

程式は線形化モデルの運動方程式(3.3.8)，(3.3.9)を用いている．また，シミュレーションに用いるパ

ラメータ値は表3.3で示した同定結果を使用した．制御システムでは設計パラメータは 160 ，

11n ， 1 ， 01.0T ， 120 に設定し，駆動部の最終目標速度を )m/s(106 2dv とし，

パッシブシステムでは一定入力（ 35)( tu ）を印加した．制御システムにおいて設計パラメータ の値

を大きくすれば振動抑制効果が大きくなる．しかしながら，実験システムではコントローラを離散化し

て実装している．このときのサンプル周期は2kHzであり，コントローラの離散化の影響で設計パラメー

タ を大きくしすぎると制御性能が劣化する． を  6 に設定したのは，この値より大きくした場

合，制御性能が劣化することを考慮したためである．また，制御システムの設計パラメータを 01.0T ，

120 で設定したとき，式(3.3.9)の極は 44.261 ， j39.11166.10  ， j39.11166.10  ，

54.63 となる．  

数値シミュレーション結果を図3.11に示す．図3.11 (a)は駆動部の制御入力 )(tu の変化，図3.11 (b)

は駆動部速度 )(txt
 の応答，図 3.11 (c)は相対加速度 )(~ txs

 の応答，図 3.11 (d)は相対位置 )(~ txs の

応答，図 3.11 (e)は新たに定義した誤差信号 )(~ txt
 の変化を示している．また，図 3.11 (a)-(d)に

おいて横軸は時間を示している．図 3.11 (c)において相対加速度 )(~ txs
 はパッシブに比べ制御シス

テムでは小さくなっていることが分かる．これにより，図 3.11 (d)に示す相対位置 )(~ txs の応答に

おいてもパッシブで発生している振動が，制御システムでは抑えられていることが分かる．このと

き，制御システムの駆動部速度 )(txt
 は図 3.11 (b)より設定した目標速度にほぼ一致していることも

示された． 
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3.6 振動抑制実験 

提案した振動抑制手法の有効性を確認するため，実際に表面に凹凸のある鋼板を被検体としてセンサ

を移動させる実験を行う．設計パラメータは  ，  6 ，  0Τ ， 11n ， 1 と設定し，

目標速度を )m/s(106 2dv と設定した． 

図3.12に制御システムとパッシブシステムの時間応答を示す．なお，パッシブシステムでは駆動部の

最終速度が )m/s(106 2dv となるように入力 )(tu を設定している．図3.12(a)は駆動部位置

)(txt
，図3.12(b)は駆動部速度 )(txt

 ，図3.12(c)は相対加速度 )(~ txs
 ，図3.12 (d)はモータへの入力 )(tu

を示している． 

図3.12(a)，(b)より，制御システムの駆動部速度 )(txt
 は目標値 )m/s(106 2dv 付近で制御でき

ていることが分かる．また，このとき駆動部位置 )(txt はパッシブシステムとほぼ同じ応答を示している．

図3.12 (c)の相対加速度 )(~ txs
 より，パッシブシステムに比べ制御システムでは振動がかなり抑制されて

いることがわかる．この実験では相対位置 )(~ txs の応答は計測できないが，前節のシミュレーションで示

したように相対加速度 )(~ txs
 の振動が小さいとき，相対位置 )(~ txs の振動も小さくなるものと予測される．  
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3.7 結論 

第３章では接触式走査型センサシステムの線形化運動方程式を基に，加速度計を用いたセンサ部の振

動抑制制御手法を提案した．本手法は，センサ部位置を計測する計測器に比べ非常に安価な加速度計測

器を用いて振動抑制ができるという特徴を持っている． 

まず，接触式走査型センサシステムの線形化運動方程式を導出し，実験装置を用いた実験を通して，

運動方程式のシステムパラメータ同定法を提案した．また，同定された線形化運動方程式の応答と実験

装置の応答とを比較することにより，提案した同定法の有効性を示した． 

つぎに，線形化運動方程式を基にした，センサ部の振動抑制制御法を提案し，数値シミュレーション

を用いて，センサ部の振動抑制性能を向上することを示した．また，センサ部の振動を抑制したとき，

駆動部の移動速度を設定した目標速度にほぼ一致することも示した． 

最後に，実験装置を用いて制御実験を行った．この結果，実験装置においてもシミュレーション同様

に，駆動部速度は指定した値に制御され，センサ部に発生する振動が抑制できることを確認できた．こ

れにより，接触式走査型センサシステムにおいて，装置の重量を増加させることなく，安価な加速度計

を用いて高速走査によるセンサ振動を抑制できることが示された．また，本実験装置の連結シャフトの

長さは 404mm に設定されており，駆動部とセンサ部の間隔が長い場合においても本提案手法が有効であ

ることが検証された． 
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第４章 EMATによる超音波入射方向可変システムの開発 

 

4.1 従来のEMATとその問題点 

4.1.1 EMATの原理 

ここで開発する EMAT （Electromagnetic Acoustic Transducer）システムを図 4.1に示す．図 4.1に

示す様に EMATセンサは導電性の被検体に適用される．センサ内部の導体に交流電流を流すことで，被検

体表面に渦電流が発生する．これに加えて，センサ内に配置された永久磁石により被検体に磁場が加わ

る．被検体表面には，この磁場と渦電流の作用でローレンツ力が発生する．発生したローレンツ力はセ

ンサ内部に流す電流の周波数で振動する．このローレンツ力を振動源とする超音波を被検体に入射させ

る．受信は EMATセンサによる磁場内での超音波振動で発生する誘導電流を検出する．これにより，被検

体の欠陥を検出することができる．この様に EMATセンサは従来型の圧電素子型センサと異なり接触媒質

が不要であり，被検体と接触する必要がないという大きな特徴を持っている．しかしながら，センサ内

部に流す電流の超音波振動への変換効率は低く，従来型の圧電素子型センサに比べて送受音圧が低くい

う欠点を持っている．このため，高い感度を必要としない場合のみ利用されている.  

 

 

ローレンツ力 

超音波 

図 4.1 EMATの概要 

EMATセンサ 

導電性材料 

導体：  

（交流電流を流す） 
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表 4.1 記号の意味 

M  センサ内の磁石 

 ，B，  被検体の磁束，磁束密度，透磁率 

nC ， p  センサ内導体（ )2.1n ，導体間隔 

)(tni ， )(tnJ  nC に流れる電流， nC により被検体に発生する渦電流 

I ， ，  電流の最大値，角速度，位相 

f ，v  超音波の周波数，被検体の音速 

)(tF  nC によるローレンツ力 

)(tns ， )(tS  nC による超音波の素元波，合成波 

 

図 4.2に EMATセンサの原理を示し，図４.2の記号の意味を表 4.1に示す. 

図 4.2 に示す導体 nC に式(4.1)に示す正弦波励振電流 )(tni （周波数 f ，位相 n ）を流す場合，

)sin()( ntIt  ni                                          (4.1) 

 f 2  

)1.3(

EMATセンサ 

図 4.2 EMATセンサの原理図 

)(1 tJ )(2 tJ
B

N

S

)(1 tF )(2 tF

 

被検体（導電性） 

 



61 

 

導体C から距離 r 離れた位置にある面積 A の面に，式(4.2)に示す磁束 )(tΦ が発生する． 

A
r

tI
t n

n 






 






2

)sin(
)(Φ                                   (4.2) 

また，この位置に発生する渦電流 )(tnJ は次式となる． 











Rdt

td
tn

1)(
)( nΦJ                                           (4.3) 

式(4.3)のR は渦電流回路の抵抗を表している．渦電流 )(tnJ (4.3)は式(4.2)を用いて次式で表現でき

る． 

















 


R
A

r

tI
t n

n

1

2

)cos(
)(




J                             (4.4) 

 ここで，センサ内の磁石による磁束密度をB とすれば，発生するローレンツ力 )(tF は次式となる． 

BJF  )()( tt nn                                              (4.5) 

式(4.4)と式(4.5)より明らかなように，被検体に発生するローレンツ力により発生する超音波振動の

周波数と位相は，導体に流れる電流の周波数 f ，位相 n に等しくなることがわかる． 

4.1.2 EMAT における超音波の入射方向 

EMATにより発生させた超音波の入射過程の概略を図 4.3に示す．EMATセンサ内の導体 21 ,CC に正弦波

電流 )(),( 21 titi を流す． 









)2sin()(

)2sin()(

22

11





tfIti

tfIti
                                               (4.6) 

この電流式により発生する超音波を )(),( 21 tt ss とする．正弦波電流(4.6)より発生する超音波

)(),( 21 tt ss の周波数は同じである．また， )(),( 21 tt ss の発振源は )(),( 2,1 tt JJ であり球面状に伝搬す

る．これら )(),( 21 tt ss の超音波は伝搬の過程において干渉し，合成波として一方向に強く伝搬する．そ

の合成波の伝搬方向はホイヘンスの原理 に従い，それぞれの波の波面の先端を結ぶ包絡線の方向となる．

)1.3(

)1.3(

)1.3(

)1.3(
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すなわち，図 4.3に示す )(),( 21 tt ss の同一位相の波面に対して引いた共通の接線の進行方向に伝搬して

いく． 

ここで，超音波 )(2 ts の波面は )(1 ts に比べ位相差分 21   だけ遅れて伝搬する．この位相差による時

間差 21t は以下で表され， 

 
f

t




2

21
21


                                                     (4.7) 

時間差(4.7)を用いれは伝搬距離の差 21d は次式で表される． 

 
f

v
d





2

12
21


                                                   (4.8) 

ここで，v は音速である．このとき，合成波の伝搬方向角度 は導体間隔 p を用いて以下で表される． 

 







 
 

fp

v






2
sin 211                                                (4.9) 

式（4.9）より，EMATセンサの入射角度 は被検体の音速v ，導体の間隔 p ，導体に流す電流の周波

数 f と位相 n により決まることが分かる． 

  

図 4.3 ＥＭＡによる超音波伝搬の概略図 
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4.1.3 従来型斜角用EMATセンサによる入射角度可変の問題 

超音波検査において被検体表面に対し平行でない向き（形状）の欠陥を検出する場合，欠陥からの反

射波が効率よくセンサに戻るようにするため，欠陥面にできるだけ垂直に近い方向から超音波を入射さ

せる必要がある．しかしながら，圧電振動子型センサでは被検体に超音波を入射させる場合，被検体とセン

サの境界面で屈折や反射が発生する．このため，圧電振動子型センサでは屈折率によっては超音波を被検体

に入射させることのできない角度が存在する．一方，EMATセンサでは被検体表面から超音波が発生するため，

被検体とセンサの境界面で屈折や反射が発生しない．このことから，圧電振動子では実現できない入射角度

での検査が可能なことから，斜角用EMATセンサが開発されてきた． 

 図4.4および図4.5に代表的な斜角用EMATセンサの構造を示す．図4.4は斜角用EMATセンサであり，

導体は磁石の下側（被検体と接触する）面に配置されている．さらに，この導体は１本の導体を端部で

折り返すジグザグ構造となっている．この構造によりn 番目の導体と 1n 番目の導体を流れる電流は逆

向きとなる.このとき，電流の位相の差は次式で与えられる． 

  1nn                                                           (4.10) 

超音波の被検体への入射角は， 









 

fp

v

2
sin 1                                                         (4.11) 

図 4.4 斜角用 EMATセンサの構造 

導体 

永久磁石 
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となる．この関係より，入射角 は導体に流す電流の周波数と導体の配置間隔 p により決まる． 

図 4.5 は SH(Horizontally Polarized Shear Wave)用 EMAT センサであり，PPM(Periodic Permanent 

Magnet)構造の磁石が使用され，導体は磁石の下側（被検体と接触する）面に配置されている．PPM 構造

の磁界の向きは導体に直行する方向であり，隣り合う要素磁石の向きは相反する．SH用EMATセンサでは

磁石構造によりローレンツ力の向きを変えることで，ローレンツ力に の位相をつけている．これによ

り，式(4.11)の p は磁石間隔となり，入射角 は導体に流す電流の周波数と磁石の間隔 p により決まる． 

上記いずれの斜角用EMATセンサも式(4.11)よって入射角を決定することができる．このことを利用し，

従来型斜角用EMATセンサの導体に流す電流の周波数を変えることで，入射角度が変更される．しかし，

EMATセンサの導体には大きな電流が必要であり，大電流の周波数を自由に変えることは容易でない．た

とえ，周波数を変えられたとしても，超音波の周波数を変えることで反射，散乱，減衰などの特性が変

化する．このため，入射角を変えた場合に測定精度が維持できなくなるなどの問題も発生する．このた

め，超音波の周波数を変えて伝入射角度を変える手法は，一般的な超音波検査では使用されない． 

 

  

図 4.5 SH用 EMATセンサの構造 

導体 

永久磁石  
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4.2 入射角を任意に変更可能な EMATの提案 

圧電振動子型のセンサでは振動子を傾けることで，超音波の入射角度を設定している．また，圧電振

動子はセンサ内で固定しなければ効率的に超音波を発生できない．このことから，圧電振動子型センサ

では被検体中に入射する超音波の角度を容易に変更できない．一方，EMAT斜角センサでは超音波の入射

角度は超音波の周波数に依存する.このため，被検体に伝搬させる超音波の入射角度を変更するには，周

波数を変えなければならない．そこで，超音波の周波数に依存せず被検体への入射角度を自在に変更で

きる新たなEMATシステムを提案する． 

提案する新たなEMATシステムに用いる導体構造を図4.6に示す．新たなシステムでは，これまで連結さ

れていたセンサ内の導体を複数に分割し，それぞれの導体に流す正弦波電流の位相をコントロールする．

これにより，超音波の被検体への入射角度を任意に変更できる． 

提案した新たなEMATシステムではセンサの導体をn 本とし，それぞれの導体に流す正弦波電流の位相

を順次 だけ増加させる．導体に流れる電流は以下となる． 

 
 

  























12sin)(

2sin)(

2sin)(

2

1

nftIt

ftIt

ftIt

ni

i

i


                                              (4.12) 

このとき，超音波の被検体への入射角度は， 

 







 
 

fp

v nn






2
sin 11                                                   (4.13) 

となる．ここで，個々の正弦波電流との位相差 による時間差を とすれば， 

 



 

f

nn






2

1
                                                       (4.14) 

となる．式（4.13）を式(4.14)に代入すれば，次式の関係が得られる． 









 

p

v
 1sin                                                         (4.15) 

ここで，v は被検体内の音速， p は導体間隔である． 
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式(4.15)より，位相差による時間差 を用いて超音波の被検体への入射角度 を任意に設定できるこ

とがわかる． 

 

4.3 実験装置の製作 

4.3.1 EMAT センサ 

提案した EMAT法による超音波の生成と入射角度の可変を確認するために，図 4.6に示す導体構造を用

いた EMAT センサ実験装置を試作する．試作する EMAT センサでは縦波に比べ検査精度の高い横波を発生

させる．また，超音波の振動方向は圧電振動子では実現することが難しい被検体表面に水平な方向とす

る.これにより，ローレンツ力の向きも被検体表面に水平な向となる．ローレンツ力の向きを被検体表面

と水平にするには，被検体表面に対して垂直な方向の磁束が必要となる．このため，EMAT センサの磁石

が与える被検体内の磁場は，被検体表面対して垂直方向の磁束密度は重要となる． 

通常，超音波検査で使用する周波数は数百ｋHzから数 MHzであり，開発する EMATシステムにおいても

同様の周波数帯域を使用する．このとき，被検体に誘導される渦電流は表皮効果により表層部に集中す

る．このことから，超音波の発生に寄与する磁場は被検体表層部だけとなる． 

一方，実用面を考えた場合，被検体の材質によっては EMATセンサの磁場により，被検体内に磁束が残

留し，その後の被検体の使用において悪影響を与える場合がある．PPM型磁石はその構造から磁束が被検

体表面に集中するという特徴をもつ．この特性により被検体内部の磁化領域を抑え，残留時磁束を低減

し脱磁を容易にすると考えられる．そこで，本開発では PPM 型磁石と単体型磁石を使用した二つのセン

図 4.6 センサ内導体部構造 

導体  
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サを試作し，それぞれの性能について比較検討を行う． PPM 型磁石は要素磁石の幅により被検体内部の

磁束の分布や磁束密度が変化する．そこで，磁場解析により最適な要素磁石幅の検討を行うと共に，単

体型磁石の磁場特性とも比較を行う． 

磁場解析により， 

①被検体中の磁束分布 

②被検体表面から深さ 0.1mmの位置における全磁束密度，垂直方向の磁束密度と吸引力 

③リフトオフ（磁石―被検体間距離）による全磁束密度，垂直方向の磁束密度と吸引力 

を調べた．表 4.2に解析条件，図 4.7に解析モデルを示す．解析は図 4.7に示す磁石中央部の断面につ

いて 2 次元で実施し，被検体と磁石の奥行方向の寸法は無限とした．また，吸引力の解析では磁石の奥

行方向の単位長さ当たりの力とした． 

表 4.2 解析条件 

磁石 保磁力 CH =100，000A/m 

単体型 20(L)×20(H)×20(W)mm 

PPM型 

要素磁石幅 

20(L)×20(H)×20*1(W) mm 

(magnet width) = 1.0，1.25，1.50，2.0，3.0，20.0mmm 

被検体 材質 SS400，厚さ 50mm 

比透磁率 r =1000 

リフトオフ 磁石 － 被検体間 (lift off) = 0.1，0.2，0.4，0.6，0.8，1.0mm 

 

 

図 4.7 磁場解析モデル 

 

 

（*1：要素磁石幅 1.25，1.50，1.75では両端の幅を調整している．） 
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被検体中の磁束分布の解析結果を図 4.8－4.12に示す．図4.8－4.11は PPM型磁石，図4.12は単体型

磁石を示している．図 4.8-4.12において左図は磁石内部の磁束の向きを示し，右図はリフトオフ 0.4mm

の場合の磁石と被検体内部の磁束分布を示しており，赤色は最も磁束密度の高い部分であり，青色が最

も磁束密度の低い部分を示している．図 4.8－4.11 は要素磁石幅 1.0mm，1.5mm，2.0mm，3.0mmm の PPM

型磁石の磁束分布を示し．図4.12は単体型磁石の磁束分布を示している．図 4.8－4.11から PPM型磁石

では磁束が被検体表面に磁束が集中しており，要素磁石の幅が広がるにつれ分布は表面から深くなる傾

向を示している．しかしながら，その分布範囲は図 4.12の単体型磁石に比べてかなり小さいく，被検体

表面に集中していることが分かる. 

 

 

 

  

（magnet width=1.0mm，lift off=0.4mm 

図 4.8 PPM型磁石（要素磁石幅 1.0mm）磁界の向きと磁束分布） 



69 

 

 

 

 

 

（magnet width=1.5mm，lift off=0.4mm） 

図 4.9 PPM型磁石（要素磁石幅 1.5mm）磁界の向きと磁束分布 

 

(magnet width=2.0mm，lift off=0.4mm） 

図 4.10 PPM型磁石（要素磁石幅 2.0mm）磁界の向きと磁束分布 
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（magnet width=20.0mm，lift off=0.4mm） 

図 4.12 単体型磁石（要素磁石幅 20.0mm）磁界の向きと磁束分布 

 

(magnet width=3.0mm，lift off=0.4mm） 

図 4.11 PPM型磁石（要素磁石幅 3.0mm）磁界の向きと磁束分布 
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つぎに，リフトオフ 0.4mm の場合の被検体表面から深さ 0.1mm の位置における全磁束密度，垂直方向

の磁束密度を解析した．解析結果を図 4.13および図 4.14に示す．図 4.13は要素磁石幅を 1.0，1.25，

1.5，1.75，2.0，3.0mmm とした PPM 型磁石の磁束密度を示し，図 4.14 は単体型の磁束密度を示す．図

4.13と４.14の (a)は全磁束密度B を示し，(b)は垂直方向の磁束密度 yB を示している．また，図 4.13

と 4.14の横軸は磁石中央からの水平距離（X）を示している．  

図 4.13に示す PPM型磁石では要素磁石幅の増加に従い，全磁束密度B および垂直方向の磁束密度 yB

は増加を示し，垂直方向の磁束密度 yB は要素磁石の中央で最も高くなることが示された．一方，単体型

では垂直方向の磁束密度 yB は水平距離（X）に関わらずほぼ一定であることも示された．  

表 4.3よりリフトオフ 0.4mmの場合の吸引力を示す．磁石幅 1.0mm－3.0mmは PPM型磁石であり，磁石

幅20mmは単体型磁石の結果である.PPM型磁石では磁束密度同様に要素磁石幅が増加するにつれて吸引力

が増加する傾向を示している．しかしながら，リフトオフ 0.4mmでは単体型に比べると吸引力は小さい． 

 

表 4.3 吸引力（lift off=0.4mm） 

磁石幅 [mm] 1.0 1.25 1.5 1.75 2.0 3.0 20.0 

吸引力 [N/m] 13.1 16.6 22.8 28.0 35.0 45.1 61.3 
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(a)全磁束密度  

 

(b)垂直方向磁束密度の絶対値  

図 4.13 PPM型磁石の磁束密度（リフトオフ 0.4mm） 
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(a) 磁束密度 
(a)磁束密度  

(b) 垂直方向磁束密度の絶対値  

図 4.14 単体型磁石の磁束密度（リフトオフ 0.4mm） 
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最後に，リフトオフの変化による全磁束密度B ，垂直方向の磁束密度 yB を解析した，解析結果を図

4.15－4.18に示す．図 4.15－4.18はリフトオフ 0，0.2，0.4，0.6，0.8，1.0mmにおける被検体表面か

ら深さ 0.1mm の位置の磁束密度を示している．図 4.15－4.18 において(a)は全磁束密度B を示し，(b)

は被検体表面に対して垂直方向の磁束密度 yB を示している．また，図 4.15－4.18 の(a)，(b)の横軸は

磁石中央からの水平距離（X）示している．図 4.15-4.17は PPM磁石の結果であり，図 4.15に要素磁石

幅 1.0mm，図 4.16に要素磁石幅 2.0mm，図 4.17に要素磁石幅 3.0mmの結果を示す．また，図 4.18に単

体型磁石の結果を示す． 

解析結果より，PPM 型磁石はリフトオフが小さい場合，被検体表面の全磁束密度B と垂直方向の磁束

密度 yB 磁束は高く，リフトオフの増加に伴い急激に低下することが示された．また，リフトオフ増加に

よる磁束の低下は要素磁石幅が小さい場合，広い場合に比べて大きいことが分かった．一方，単体型磁

石ではリフトオフが増加しても磁石中央部の全磁束密度B と垂直方向の磁束密度 yB は低下が少ないこ

とが示された． 

表 4.4にリフトオフ 0，0.2，0.4，0.6，0.8，1.0mmの場合の吸引力を示す．吸引力についても磁束密

度同様リフトオフの増加につれて，PPM型磁石は単体型磁石に比べ大きく低下することが示された．この

ことから，PPM磁石では要素磁石の幅を広くし，リフトオフを小さくすることができれば，被検体表面に

大きな垂直方向の磁束密度 yB を与えることができる．一方，単体型磁石の場合はリフトオフを小さくで

きない場合やリフトオフが変化する場合に効果的であると考えられる． 

 

表 4.4 リフトオフ 0，0.2，0.4，0.6，0.8，1.0mmの吸引力 

Lift off [mm] 0.1 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 

 
 
 
 
磁石幅  

1.0mm 74.8 40.5 13.1 4.18 1.53 0.76 

2.0mm 89.8 63.5 35.0 19.8 11.5 6.91 

3.0mm 95.1 72.0 45.1 29.0 19.1 12.7 

20.0mm 71.0 67.9 63.1 59.1 55.6 52.5 
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(a)磁束密度  

(b) 垂直方向磁束密度の絶対値  

図 4.15 PPM型磁石のリフトオフによる変化(要素磁石幅 1.0mm) 
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図 4.16 PPM型磁石のリフトオフによる変化(要素磁石幅 2.0mm) 

 

(a)磁束密度  

(b) 垂直方向磁束密度の絶対値  
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(a)磁束密度  

(b) 垂直方向磁束密度の絶対値  

図 4.17 PPM型磁石のリフトオフによる変化(要素磁石幅 3.0mm) 
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(a)磁束密度  

(b) 垂直方向磁束密度の絶対値  

図 4.18 単体型磁石のリフトオフによる変化 
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以上の解析結果より，PPM型磁石は単体型磁石に比べ被検体内部に与える磁束が表面に集中することが

確認できた．さらに， PPM 型磁石は要素磁石幅が広い方が被検体表面に高い磁束が与えられることも分

かった．しかしながら，PPM型磁石では垂直方向の磁束密度 yB の分布は要素磁石の中央部で最も高く，

大きなローレンツ力を得るためには導体を垂直方向の磁束密度 yB が最も高くなる，要素磁石中央部に配

置しなければならない．このため，高い磁束を得るために要素磁石幅を広くした場合センサ形状が大き

くなる．さらに，要素磁石幅を広くした場合導体間隔が広がることで，超音波の振動源が分散し測定精

度が低下するなどの影響が考えられる．したがって，要素磁石の幅をむやみに大きくすることはできな

いことから．PPM型磁石の要素磁石幅を 2.0mmとした． 

図4.19および図4.20に試作したEMATセンサの構造を示す．図4.19にPPM型磁石を使用したセンサ（以

下 PPM 型センサ）を示し，図 4.20 に単体型磁石を使用したセンサ（以下単体型センサ）を示す．図 4.19

の PPM型センサは要素磁石幅が 2.0mmであり，磁界の方向が上向きと下向きを 5枚ずつ交互に組み合わ

せている． 

 

図 4.19 ＰＰＭ型センサの構造 

PPM型磁石 導体基板 
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センサ内に配置する導体は PPM 型センサも単体型センサも同一とし，ポリイミドフィルムをベースに

銅を印刷したフレキシブル導体基板を製作した．製作した導体基板の厚さは 0.3mm，導体間隔は 2.0mm，

導体幅は 0.5mmである．図 4.19に示す PPM型センサでは導体基板の各導体の中心が要素磁石の中央に一

致する様に配置している． 

4.3.2 パルサー／レシーバ 

図 4.21に試作したパルサー／レシーバの回路ブロック図を示す．パルサー／レシーバはセンサ内の導

体へ流す正弦波電流を出力する送信部と，受信信号を処理する受信部分から構成される．送信部は正弦

図 4.20 単体磁石型センサの構造 

単体型磁石 導体基板 

図 4.21 パルサー／レシーバ回路ブロック図 
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波電流の周波数 f と，位相差による時間 の制御を行う FPGA(Field Programmable Gate Array)回路，

大電流を供給する高電圧回路，電流増幅を行う電流出力回路からなる．受信部はセンサの受信信号を増

幅しフィルター処理を行い，オシロスコープに出力するプリアンプ回路からなる．また，製作したパル

サー／レシーバは正弦波電流の周波数 f を MHz1 と2MHz に切り替える機能を持たせた．表 4.5 にパ

ルサー／レシーバの主要性能を示す．図 4.22に試作したパルサー／レシーバ基板の写真を示す． 

 

表 4.5 パルサーレシーバ主要性能 

送信部 高電圧電源 250V 

出力周波数 １MHz，2MHz 

位相可変範囲（時間） 0～700 ns 

位相可変ピッチ 10ns 

最大出力電流 30A 

受信部 増幅率 40Db 

HPH 0.6MHz 

LPH 3.3MHz 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 4.22 試作パルサー／レシーバ 

（ａ） 送信基板 （ｂ） 受信基板 
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4.4 提案手法の検証実験 

4.4.1 検証実験の方法 

4.2節で提案した手法において，超音波の被検体への入射角度を任意に変更できることを確認するため

に，試作した 2種類の EMATセンサとパルサー／レシーバを用いて入射角度の測定試験を実施した． 

測定配置を図 4.23に，また，試験機材を表 4.6に示す．図4.23に示す様に半円盤状の試験体を使用し，

試作した EMATセンサにより送信した超音波を別のセンサで受信する透過法を用いて実験を行った．試作

した EMAT センサは試験体の平面側中央部に 0.05mm のフィルムを介して試験体に固定し，受信側センサ

は円周面側に配置した．入射角度 M は透過法を用いた測定において受信センサを走査させ，最大強度

を示す位置とした．このとき，受信信号の強度はオシロスコープにより測定した．本試験では，EMAT セ

ンサの超音波発生と入射角を変更することが目的であり，受信側センサは性能が既知である市販の圧電

振動子型センサを接触媒質を用いて使用した．図 4.24に測定状況写真を示す． 

検証試験は式(4.15)の位相による時間差 をパルサー／レシーバにより0～600nsまで50ns毎に設定

し，実際の超音波入射角度 M と受信強度の計測を実施した．また， を 0～600ns として式(4.15)か

ら伝搬角度の計算値を算出し計測値と比較した．さらに，入射角度 が 0deg( = 0ns)と，70deg( = 

580ns)の場合の強度分布を測定し，入射角度による超音波ビームの強度分布を確認した．  

さらに，これらの試験は正弦波電流の周波数 f を１MHzと 2MHzの 2種類で実施した 

 

表 4.6 試験機材 

機材 型式 メーカ 

受信センサ 2Z10×10SN 

（SH 横波垂直タイプ） 

ジャパンプローブ(株) 

試験体 r:190  t:40 

Material : SS400 
新日本非破壊検査(株) 

オシロスコー

プ 

TD3164B Tektronix 

接触媒質 ソニコート (株)太陽日酸ガス&ウェルディングﾞ 



83 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 4.24 試験状況写真 

（ａ） 試験状況 

（ｂ） 受信波形 （ｃ） 測定状況 

図 4.23 測定配置 

Ｔ：送信センサ（EMAT） 
Ｒ：受信センサ（圧電振動子型） 

材質：SS00 
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4.4.2 実験結果 

実験結果を図 4.25－4.32に示す．図 4.25および図 4.26は位相による時間差 と入射角度 の関係

を測定した結果である．図 4.25に PPM型センサ，図 4.26に単体型センサの測定結果を示す．図 4.25，

4.26の(a)は周波数 f 1MHzの測定結果，(b)は周波数 f 2MHzの測定結果であり，図において横軸は位

相による遅延時間 ，縦軸は入射角度 を示している．また実線は式(4.15)により算出した入射角度の

計算値 I である．図 4.25，4.26より，2種類の試作したセンサは位相による時間差  を変更すること

で，入射角度の実測値 M が変化することが確認できた．また，入射角度の実測値 M は式(4.15)より

算出した計算値 I とほぼ一致していることも確認した．さらに，導体に流す電流の周波数，すなわち，

超音波の周波数が 2MHz の場合も 1MHz の場合もほぼ同じであった．以上の結果から，提案した式(4.15)

による入射角 の変更は周波数に無関係に実現できることが示された．  

図 4.27は周波数 f 2MHzの場合の PPM型と単体型センサの受信強度の変化（絶対値）を示している．

図 27の横軸は位相による遅延時間 ，縦軸は一次増幅後の受信信号の電圧値を示している．図 4.28は

入射角度 による受信強度の変化（相対値）を示している．図 4.28の横軸は超音波の入射角度の計測値

M を示し，縦軸は受信信号の相対的な変化量を示している．図 4.27と 4.28より単体型も PPM型も受

信強度に大きな差が無く，入射角度 による受信強度の変化も同様の傾向を示していることが確認でき

る．また，入射角度 M が 40deg 以降で受信感度が大きく低下しているのは受信用超音波センサの受信

角度の指向性による影響と考えられる．  

図 4.29－4.32 は設定した  より式(4.15)から算出した入射角度の計算値 I 付近の受信強度分布の

測定結果である．図 4.29，4.30は遅延時間 ns0 （ deg0I ）の強度分布であり，図 4.29は周

波数 f 1MH，図 4.30 は周波数 f 2MH の結果である．図 4.31，4.32 は遅延時間 ns580

（ deg54.69I ）の結果であり，図 4.31は周波数 f 1MH，図 4.32は周波数 f 2MHの結果である．

図 4.29－4.32 の横軸は入射角度の計算値 I を示し，縦軸は受信信号の相対的な強度である．いずれの

角度においても受信強度が設定角度付近で頂点を示す山形になっており，入射角度が制御できている結

果であると考えられる．またこれらの傾向は一般的な超音波検査で使用される圧電振動子型センサのビ

ームと同様の傾向を示している． 
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図 4.26 単体型センサの入射角度可変 
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4.5 結論 

超音波の入射方向を周波数に依存することなく変更することを目的に，新たな EMATシステムを提案し

た．提案した EMATシステムはセンサ内部の導体を分割し，この導体に流す正弦波電流の位相を制御する

ことで入射角度を設定するものである．これにより，提案した EMATシステムの入射角度は周波数に依存

することなく連続的に可変できる特徴を有する． 

開発では提案 EMATシステムによる超音波の入射角度の変更を確認するために，EMATセンサとパルサー

／レシーバを試作した．試作した EMATセンサとパルサー／レシーバを用いて，超音波の発生と入射角度

可変について実験を実施した結果，入射角度 M と，位相による遅延時間  の関係は理論式から求めた

I とほぼ一致することが示された．これにより，提案 EMATシステムは，周波数を変えることなく超音

波の入射角度 が変更できることが検証された．  

また，EMATセンサの試作では実用性を考慮し，磁場が被検体表面に集中する PPM型磁石を使用した PPM

型センサを試作し,実用面で有用であることも示した. 
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５．結論 

本論文では，ロボットや自動検査システムにおいて，超音波センサの測定精度や，センサシステ

ムの効率など性能を低下させる問題について，三つの解決方法を示し実験により有効性を検証した． 

第２章では，配管検査ロボットの厚さ測定における測定精度の向上を目的に，回転式検査アーム

の回転軸の位置制御法を開発した．実験機を用いた検証実験により開発した制御法の有用性を示す

ことができた．第３章では，高速で超音波センサを移動させて測定する場合に測定面の錆びや凹凸

など表面粗さにより発生する振動を抑制する制御方法として，安価な加速度センサを利用した振動

の抑制方法を開発した．開発した振動抑制コントローラの性能を数値シミュレーションと実験機に

より検証して有効性を確認した．第４章では，超音波センサの入射角度が容易に変更できないこと

による測定精度の問題と作業性を改善する方法として，周波数に依存することなく入射角度の変更

を可能とする新たなEMATセンサシステムの開発を行った．実験により開発したEMATセンサシステ

ムは周波数に依存することなく入射角度の変更が可能であることを示した． 

本論文で述べた制御法およびセンサシステムの開発は実用性についても考慮しており，容易に実

用化できると考えられる．したがって，これらの技術をロボットや自動検査システムに搭載するこ

とで，超音波検査の測定精度や作業効率など性能向上が可能であり，検査のコストの低減に大きな

効果が期待できる． 
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